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第 2 章は、第 1 節「女性管理職登用を阻害する社会的問題」を雇用慣行を基
底づける高度経済成長モデル、男女で差がある大学進学、女性の就労を阻む社
会基盤や社会制度により考察し、次に第 2節「法的環境の問題」として、ジェ





































から構成されている。第 1 節「CSR の視点を取り込んだ男女共同参画への取り
組み（2004～2006 年度）」は、資生堂の CSR 活動の組織と理念と資生堂の CSR
活動の特色～女性管理職育成・登用との関係を記述し、第２節「第 1フェーズ
『男女共同参画アクションプラン 20』(2005～2006年度)」は、「男女共同参画





年度博士学位申請論文 山極清子.docx - _Toc404778090（4）「アクション 20」重点課題
4：仕事と出産・育児の両立支援について記述する。 





























商 品 の 価 格 競 争 ・ 差 別 化 競 争 と の 関 係 に つ い て 検 証 し て い る。







































している。   








用している 305社の上位 50社と下位 50社の単独ベース ROAの平均の差の検定
を行い、女性管理職が多い企業の ROAが有意に高いという関係を導出している。
次に、性別、企業別、管理職・経営者別など男女各 1,000人をサンプルとした
インターネットによるアンケート調査を実施し、女性管理職や女性経営者比率
の増加が企業にプラスの効果をもたらすとする仮説を検証し、統計的に有意な
結果を得ている。  
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第六章では、企業調査とヒアリングおよびケーススタディーといった 3つの
アプローチによって仮説を検証する。女性管理職を登用して経営パフォーマン
スを向上させた 50社の企業調査では、日本的雇用慣行を変革するジェンダー・
ダイバーシティ施策と WLB施策を統合・推進していることを明らかにしている。
9社のヒアリングにおいても、同様な結果が得られている。ドイツのグローバ
ル企業 3社の調査では、女性管理職・役員への登用が経営パフォーマンスを向
上させた事例であった。  
 山極論文を要約すると、長時間労働問題の解決により、家事労働の分業化と女
性管理職登用の選択肢が増え、結果としてのジェンダー・ダイバーシティ経営
の実現により、経営パフォーマンスが向上する。すなわち、日本的雇用慣行を
改革して人材の多様性を活かす女性管理職登用により経営パフォーマンスを向
上させるという論理展開であり、これを仮説として様々な方法により検証した
研究である。 
日本的雇用慣行が長時間労働であるとしても、これを女性の管理職登用と関
係づけることは容易ではない。山極論文のユニークな部分は、日本的雇用と WLB、
ジェンダー・ダイバーシティと WLB、そして、これらと企業のパフォーマンス
を結びつけた点である。しかも、資生堂に在職中の参与観察と財務データおよ
びアンケート調査、さらにはヒアリング調査などの補足的な検証方法を行い、
説得力のある研究にまとめている。その仮説は、実務界への提言をする上でも、
また学界への貢献という観点からも評価できるものとなっている。  
山極氏は、本研究の課題として次の 3点をあげている。 
第 1に、日本的雇用慣行を変えるジェンダー・ダイバーシティ施策と WLB施
策の制度導入のみでは女性管理職登用を実現しない。具体的な女性管理職登用
政策の方法の開発と取り組み方による効果の差異を分析する必要がある。 
第 2に、女性管理職登用と企業の業績に関するより精緻な実証分析が必要で
ある。女性管理職の登用が直接・間接に与える業績への多様な因果分析を仮説
化して実証研究を行う必要がある。それはまた、日本的経営と同じく、各国に
は固有の制度的要因と女性管理職との関係を考慮した分析の必要性を示唆する。 
第 3には、国内外の政治動向や社会全体の構造が女性管理職登用に及ぼす影
響の研究が必要であるとする。育児や介護、家事労働の外注化あるいは市場化
なしには、家事労働の負担を軽減できない。WLBの問題は、家事、育児、介護
を社会で支える事業化が必要になる。それゆえ、こうした社会資本の蓄積と女
性管理職登用の問題は重要な研究テーマとなる。日本的雇用慣行を革新し、女
性管理職・役員登用の主流化をはかるには、これらの課題に応える系統的な理
論的・実証的な研究に発展させる必要があるとする。 
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Ⅱ.論文審査の結果の要旨 
 山極論文は、ジェンダー・ダイバーシティと WLBという、ある意味で現代的
なテーマを取り上げた研究である。この種の研究は、多くのジャーナリストや
政治的活動に利用されるため、学術研究として取り組むことが難しい。しかし、
本研究は、これらの問題を日本的経営、とりわけ日本の雇用慣行に関する仮説
を財務データやアンケート調査による統計的な分析やヒアリング調査などの緻
密な研究の積み重ね、さらには研究者自身の参与観察による経営実践のプロセ
スが時系列で示され、学術研究として評価される内容にまとめている。 
日本的雇用慣行の年功序列賃金制度は、個々人の能力評価を曖昧にする制度
である。高度経済成長期の日本企業は、キャッチアップ経営を行うため、個々
人の個性やアイデアを必要としない経営であった。企業経営の目標は、キャッ
チアップであり、一元化された目標のために組織構成員が組織内分業に従事す
る。高度経済期における企業成長の圧力は、組織構成員の不足状態にあり、労
働力の確保が至上命題であった。このような時代に確立する人事考課は、労働
時間による評価が中心となる。労働時間が長期化することで、企業と家庭の性
別役割分担（家庭内分業）が成立する。育児などが必要となる女性が家庭の仕
事をすることは、この時期の合理的な役割分担であったという。 
しかし、高度経済成長が終焉し、経済が成熟期を迎えた時代になるとイノベ
ーティブな経営への転換が望まれる。それは同質な人材ではなく、多様なアイ
デアを創出する異質な人材が必要になる。企業の成長や発展にダイバーシティ
経営が求められる時代となったのである。様々な知識や考え方、経験を有する
人材が革新的な経営に要求されることになるが、そのためには旧来の日本的経
営を改めねばならない。本研究は、女性管理職の登用をダイバーシティ経営の
代理変数とし、その実現には、長時間労働から解放される人事考課制度の導入
が必要であると推論する。すなわち、WLBの実現が、日本的雇用慣行の改善に
とって必須の条件であり、これがダイバーシティ経営の成立要件という仮説を
策定することになる。 
本研究の論理構造を再度要約する。キャッチアップ経営の時代の終焉におけ
る経営パフォーマンスの向上には、イノベーティブな経営を可能にする組織構
造が必要である。こうした組織構造は、同質な労働力ではなく、多様な労働力
を要求する。多様性の一つの変数として選択したのが女性の労働力、とりわけ
意思決定に参画する女性管理職である。女性が長期にわたり就労し、管理職や
経営陣に参画するには長時間労働からの解放が条件となる。その理由は、男女
問わず、育児や介護を含む一定の家事労働が必要であり、企業の長時間労働は、
家事労働との二者択一を迫ることになる。しかし、企業に拘束される労働時間
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を短縮化できれば、家事労働の性別役割分担の構造が変化し、女性管理職の登
用が可能にあるという論理構造である。したがって、労働時間による人事考課
から WLBを可能とする人事考課の導入が必要になるという展開である。この論
理展開は合理的であり、この仮説を検証するために財務データやアンケート調
査による検証、ヒアリングや調査、そして、本研究のコア部分としての資生堂
の参与観察といった非常に多くの多様な研究が行われている。この仮説検証の
ための研究努力とその成果は高く評価できる。 
 
